
金沢大学・物質化学系・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１３３０１

基盤研究(B)（海外学術調査）

2018～2015

世界の船舶墓場-バングラデシュ・チッタゴン沿岸における水質汚染調査と総合的把握

Field Observation and Comprehensive Study on Ship Breaking and Recycling 
Industry in Bangladesh

９０２５３３３５研究者番号：

長谷川　浩（Hasegawa, Hiroshi）

研究期間：

１５Ｈ０５１１８

年 月 日現在  元   ５ ２９

円    13,500,000

研究成果の概要（和文）：バングラデシュ・チッタゴンのベンガル沿岸域には世界最大級の船舶解体場が集中
し、環境対策のない野ざらしの状態でリサイクルされている。本研究では、この重金属汚染地域において水圏環
境のフィールド調査を実施し、汚染の現状や食物連鎖を介した環境への影響の可能性を世界に先駆けて報告し
た。さらに、複合的な視点から、水環境汚染の実態を記述する評価モデルを構築し、途上国の実情に適した環境
対策シナリオを提案した。

研究成果の概要（英文）：Ship Breaking and Recycling Industry (SBRI) in Bangladesh is dismantling 
majority of the end-of-loe ships by open beaching method. Accordinlgy, ship dismantling carries the 
blame of releasing potentially toxic elements to coastal and marine environment enrisking the food 
chain through potnetial bioaccumulation and biomagnification. This study aimed to assess 
concentrations and seasonal variations of toxic elements in SBRIs in Bangaldesh for their source 
apportionment by using contamination factor and multivariate statistical analysis beside assessing 
health risk. The results of this study will help in planning contamination control efforts at yard 
levels to improve the environmental quality at the SBRIs in Bangladesh. The results could also be 
used in planning better occupational safety for the people active in the ship breaking yards both in
 Bangladesh and elsewhere.

研究分野：環境化学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本課題には、先進国からの廃棄物輸出という負の側面がある一方で、良質な鋼材資源としてバングラデシュ国内
の諸開発を支えているという正の側面がある。本研究課題の成果により、グローバルな視点から、経済発展と両
立する環境対策の立案やリサイクルシステムの確立へとつなげる一助となることが期待される。また本研究で開
発したon-site環境調査法によれば、インフラ設備の乏しい途上国でも精度の高い汚染調査が実施可能であり、
アジア・アフリカ地域において広く活用が見込まれる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 バングラデシュ第二の都市チッタゴンのベンガル沿岸域には、
世界中の老朽船が集まる船舶解体場が集中しており、その規模は
世界でも有数である（図１）。世界的な大型船舶リサイクルシステ
ムの最終地であるこの地域では、囲いなどは全くない浅瀬におい
て無数の老朽船が人海戦術で解体される（図２）。船体に含まれる
重金属類はそのまま周囲に排出され、広い範囲にわたってスズ、
カドミウム、鉛、6 価クロム、水銀等による重金属汚染が懸念さ
れている。 
 過去に日本が 4 大公害問題を体験したように、途上国における
経済発展の段階では深刻な環境汚染が発生することが多い。船舶
解体場の問題については、社会科学の立場からバングラデシュ国
内の産業構造についての調査研究があり、約 70％が日本関連の老
朽船であることが報告されているが、汚染実態の科学的調査デー
タは乏しい。重金属汚染の環境調査と併せて、経済発展と両立す
る対策シナリオを提言することは、アジアの先進国である日本の
環境化学者が世界への責務の一つとして取り組む課題である。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、バングラデシュ・チッタゴン沿岸における重金属
汚染地域をモデルケースとして、以下の課題について取り組みを
進めた。 
（1）インフラ設備が乏しい途上国の重金属汚染調査に適した in situ環境調査法を開発した。 
（2）チッタゴン船舶解体地域において水圏環境汚染の現地調査を定期的に実施し、汚染の現
状と推移を世界に先駆けて報告した。 

（3）環境化学、都市工学、地域経済学等の複合的な視点から、水環境汚染の実態を記述する
工経（工学と経済）融合型評価モデルを構築し、途上国の実情に適した対策シナリオを立
案した。 

 
３．研究の方法 
（1）途上国における重金属汚染調査に適した in situ環境調査法の新規開発 
①液体電極プラズマを利用した可搬型重金属分析法の開発：途上国等の海外調査では、重金属
の定量に関して日本で日常的に使用する測定機器を用いることが困難である。そこで本研究で
は、現地で実施可能な in situ分析法の新規開発に取り組んだ。試料水を超分子型固相吸着カー
トリッジに通して測定対象元素と妨害元素を分離後、液体電極プラズマ（LEP）発光分析装置
を用いて元素濃度を定量する高精度かつ高感度な可搬型定量分析法を検討した。 
②幼胚バイオアッセイによる生態影響評価法の開発：試料水中汚染物質の総合的なリスク評価
を目的として、大型の褐藻であるアカモク（Sargassum horneri）の幼胚を用いた生態影響試験
法を提案した。アカモクの幼胚は容易に入手可能であるものの、採取時期が春先に限られてい
る。バイオアッセイ法に用いる海産生物は年間を通じ安定的に使用できることが望ましいため
アカモク幼胚の保存手法についても検討した。また、大型海藻を用いるバイオアッセイ法は、
微細藻類を用いたバイオアッセイ法のように世界的に標準化されている事例が極めて少ないた
め、特定の化学物質を用いたアカモク幼胚の感受性評価等によってバイオアッセイ手法として
の適用可能性を検証した。 
（2）チッタゴン船舶解体地域におけるフィールド観測 
 チッタゴン・ベンガル湾沿岸域における観測については、チッタゴン大学の研究協力者との
共同研究体制の下、水質及び底質のフィールド調査を実施した。現地観測は 2015年 11月から
開始し、2015-2016年度は雨期（4-9月）と乾期（10-3月）に分けて重金属の分布調査を実施し
た。2017-2018 年度には一ヶ月毎の定期的なフィールド調査を実施し、汚染状況の季節変化を
観測した。 
 水試料は、現場で 0.45μm フィルターでろ過して溶存態と懸濁態に分離し、塩酸を添加して
pH2 で保存した。底質試料は、密閉性プラスチック容器に保存した。また、間隙水試料は、現
場でボルト方式による加圧ろ過法により採取し、酸性条件（pH2）で保存した。これらの採取試
料に（1）で確立した in situ環境調査法を適用して、重金属類の濃度定量およびリスク評価を
実施した。また、水温、pH、塩分度、酸化還元電位、電気伝導度等の基礎データについては、
日本から持ち込んだハンディ型測定器で現場測定し、栄養塩濃度についてはチッタゴン大学に
おいて比色分析法で定量した。 
 各年度において、全体ワークショップを 8 月にチッタゴン、3 月に日本で開催し、現地観測
や研究成果をまとめた。 
（3）工経評価モデルと対策シナリオの構築 
 バングラデシュおよび関連企業に対する聞き取り調査の実施と併せて、統計資料から得られ
る情報からマクロ解析を進め、複合的な観点から船舶解体産業の動態分析を実施した。 
①船舶解体産業におけるマテリアルフローの解析：船舶解体を中心としたバングラデシュにお

図１ 世界の国別船舶解体量 
   （万トン、2009 年） 

図２ バングラデシュ・チッ
タゴン沿岸域における
船舶解体の現場 
 



けるマテリアルフローを解析した文献をレビューし、現状を把握した。また世界の船舶の解撤
状況やシップリサイクル条約への対応状況、シップリサイクル条約で義務づけられる、船舶に
関する有害物質インベントリ（IHM: inventory of hazardous materials）作成ガイドラインを調査
し、バングラデシュでの船舶解体に伴う環境汚染について検討したほか、大型船の IHMを入手
して精査することで，船舶解体時の環境汚染源として注目すべき物質と元素を明らかにした。
また鉛蓄電池のリユース、リサイクル時の環境影響について、わが国の鉛蓄電池再資源化協会
や鉛蓄電池の再生業者に関する知見を整理するとともに、鉛精錬企業へのヒアリングも行った。
さらに、鉛蓄電池のリサイクル工程における鉛の大気および水域への排出量を予測するために、
わが国で鉛蓄電池のリサイクルを行っている 7 箇所の事業所を対象に、PRTR 制度での公表デ
ータを用いて、鉛および鉛化合物の排出・移動量における、大気と水域への排出量を推定した。 
②多国間経済的相互依存関係を組み入れた経済的インセンティブモデルの構築：船舶解体産業
はバングラデシュ以外にもいくつかの国に存在しており、それらが互いに競争状態に置かれて
いる。本研究では、チッタゴンの船舶解体産業に加え、世界各地の船舶解体産業の分布とそれ
ぞれの特徴について分析した。また、世界各国が過去にどのような環境汚染問題に直面し、そ
れをどう解決していったのかの歴史についても分析し、特に政府の果たした役割を解析して、
新たな対策シナリオに経済的インセンティブを組み入れた。 
 一方、過去の環境汚染の歴史と、現代の環境汚染には、大きく異なる点が存在する。現在の
経済においては多国間の取引が拡大しており、各国の経済が他国の経済と相互依存関係にある
ことを考慮する必要がある。このため本研究では、バングラデシュとアジア各国間の経済的相
互依存関係を分析した。チッタゴンの船舶解体産業をめぐる汚染評価および汚染除去モデルの
構築では、その要素を組み込み、各国が汚染除去に関与する国際的な枠組みを検討した。 
 
４．研究成果 
（1）途上国における重金属汚染調査に適した in situ環境調査法の新規開発 
①液体電極プラズマを利用した可搬型重金属分析法の開発：液体発光プラズマ法(LEP-OES)は、
可搬型小型装置でも実験室クラスの測定機器に準じたプラズマ発光分析ができる優れた方法で
あるが、環境試料中における微量成分分析の際には定量感度とマトリクス成分の干渉が課題に
なる。本研究では、超分子型固相抽出材の金属イオンに対する新しい分離挙動を検討するとと
もに、その成果を LEP-OESの前処理法に活用した新しい on site定量分析法を開発した。具体
的には、鉛、ヒ素、カドミウム、セレン等の有害元素を中心に、超分子型固相吸着カートリッ
ジに通して測定対象元素と妨害元素を分離後、LEP-OESを用いて定量する方法を確立した。さ
らに有用金属について、多量の妨害成分が存在しても Au、Pt、Pd をそれぞれ定量的に抽出分
離できる抽出条件を見い出し、実試料にも適用可能な白金族元素の現場分析法を開発した。 
②幼胚バイオアッセイによる生態影響評価法の開発：  
 アカモク幼胚を用いたバイオアッセイによる新規評価
法を開発した。本法をバングラデシュ沿岸海域で採取し
た実試料に適用した結果、生長阻害が明確に認められた。 
 アカモクの幼胚は、遮光下、冷蔵庫（4℃）にて 200
日までは保管が可能であり、その生長曲線も変わらない
ことを見出した。また海水に高濃度（1 mg/L以上）のア
ンモニア性窒素が含まれる場合、アンモニア性窒素によ
るアカモクの生長阻害が生じるため、沿岸域の海水試料
についてはアンモニア性窒素の濃度について留意してお
く必要があることがわかった。さらに、アカモク幼胚の
感受性を他の藻類と比較するため、化学物質としてフェ
ノールを選定して評価試験を行った結果、アカモクの幼
胚のフェノールに対する無影響濃度は 20 mg/L程度と推
定され、その感受性は既報の海藻や微細藻類と同程度で
あった（図３）。 これらの結果から、アカモクの幼胚は 
海域を対象としたバイオアッセイ手法に用いる海産生物種として適用可能と考えられる。 
（2）チッタゴン船舶解体地域におけるフィールド観測 
①バングラデシュ船舶解体場においてフィールド観測を実施し、底質および海水中の有害金属
（As, Cd, Cr, Cu, Pb, Ni, Zn）の詳細な濃度分布を明らかにした。海水中においては Pbと Asの
濃度が WHO の環境基準値を超過したが、他の元素は安全なレベルであった。一方、底質中に
おいては Cd, Zn, Cr, Pb, Cuの含有量がバングラデシュ沿岸域のバックグラウンド値よりも高く、
自然レベルを超過した(図４)。底質中の組成を化学形態別に解析した結果、各元素は移動度が
高い形態（交換可能画分、酸溶出画分、還元態画分）に比較的多く分布することがわかった。
同地域において多くの有害元素が生物等に容易に取り込まれる可能性が高いことを示している。 
 次に、有害金属の環境リスクを複数の環境指標を用いて評価した。人体への健康リスク評価
には、hazard quotient (HQ)、cancer risk (CR)、contamination factor (CF)、health index (HI)等を用い
た。底質中の As, Cd, Cr, Cu, Mn, Ni, Pb含有量は安全レベルを超過し、特に As, Cr, Cu, Znにつ
いて US EPA基準で汚染レベルと評価される(図５)。また、環境への蓄積度を評価する Igeo値
による評価では、Cd, Cr, Cu, Pb, Znは底質中に懸念されるレベルで残留しており、特に Cdの 

図３ アカモクに対するフェノール
の影響 (scale bar = 1 mm)  



蓄積は著しいことがわかった。その他の環境
指標を用いた評価結果も概ね同様の傾向を示
した。 
②幼胚バイオアッセイによる生態リスク評
価：バングラデシュ沿岸海域で採取した実海
水試料（複数の重金属を低濃度含有）に上記
の生態影響試験を適用してアカモク幼胚（12
個体）の培養を試みた結果、アカモク幼胚 12
個体全てが培養初期に死滅し、生長阻害が明
確に認められた。一方で、バングラデシュ沿
岸海水を清澄な海水で 5倍以上に希釈すると
アカモク幼胚に対する生長阻害は消失した。
さらに、各種リサイクル資材の溶出液に本手
法を適用してリスク評価を実施したところ、
海水 pH の上昇が無い場合、生長阻害は全く
認められなかった。一方、海水の pH が９程
度に上昇すると、死滅は無いものの、アカモ
ク幼胚の生長速度が低下することが確認され
た。なお、バングラデシュ沿岸海域で採取し
た実海水試料に関して、生長阻害の要因物質
については今回の調査では解明できなかった
ので、今後の検討課題である。 
③バングラデシュの船舶解体場では、複数の
環境指標において底質中で有害金属による汚
染が進行しつつあることが示された。将来に
わたって持続的な産業活動を展開するには、
底質への有害金属の蓄積を防ぐことが重要で
ある。解体工程から放出される有害金属の底
質深部への浸透を最小限に抑えるために、底
質表層に適切な環境修復技術を適用するプロ
セスを導入する必要があると考えられる。 
（3）工経評価モデルと対策シナリオの構築 
①船舶解体産業におけるマテリアルフローの
解析：船舶解体に関連した物質のバングラデ
シュにおけるマテリアルフローを詳細に解析
した先行研究によれば、2010年度には 100隻
(135万軽荷排水トン：(LDT)) の大型船舶が解
体され、鉄鋼素材 117万トン、機械・電子機
器・金属製品・艤装品類 10万トンを含む物質
が回収され、このうち約 89%がリユースまた
はリサイクルされた。リサイクルされた非鉄
金属素材として鉛も挙げられているが、国内
外での有効利用実態は不明となっている。一
方、ある大型船舶の IHMによれば、有害物質
として、アスベストと HCFC（フロンガス）、
TBT（トリブチルスズ）と鉛があり（表 1）、
鉛は全て鉛蓄電池に含まれていた。バングラ
デシュでは大型船舶から取り外される製品の
ほとんどがリユース・リサイクルされている
という情報と、日本国内でも鉛蓄電池が鉛材
料としてリサイクルされている実態を考える
と、バングラデシュでも鉛蓄電池はほとんど
がリサイクルされていると考えられる。そこ
でまず船舶解体に伴う鉛の発生量を推定した。
2010年度には 100 隻 135万 LDT が解体され
たとあるため、インベントリを入手した船舶
が 100隻あったものと想定して換算式を用い 
て換算すると 102.5 万 LDT となった。そこで、解体に伴って発生する鉛の量を、
440x(135/103)=577kgと推定した。 
 最後に、リサイクル工程において大気・水域・土壌へ排出される鉛量について推定した。日
本国内で鉛蓄電池をリサイクルしている鉛製錬所は 7事業所が知られている。これらの事業所
からの PRTR制度で公開されている情報を調べ、鉛の排出量と、排出・移動量に対する環境へ
の排出割合をまとめた。全排出・移動量に対する大気への排出割合は、0.003～0.4％、水域への

表 1 大型船舶に含まれる有害物質(例) 
物質 含有量 存在場所 

アスベスト 500 kg エンジン，ボイラ
ーなど 

HCFC 80 kg 空調機など 

TBT 100 kg 船舶塗料など 

鉛 440 kg 鉛蓄電池 

※モーニングサファイヤ号（28,406GT の場合） 

図４ 雨期及び乾期の底質中における 
  有害金属元素の濃度分布  

図５ 環境指標 CFによる底質中の汚染度評価  



排出割合は，0～0.08％となった。これを船舶解体に伴う鉛使用量 577kgと併せて考えると、船
舶解体に伴う鉛蓄電池のリサイクルにより、大気には 0.015～2.1kg、水域には 0～0.47kgの鉛が
放出されていると推定された。 
②多国間経済的相互依存関係を組み入れた経済的インセンティブモデルの構築：環境や汚染に
関する厳しい規制を突然作れば、汚染を止めることができるができるかもしれないが、経済活
動が制限され、よって地域経済や雇用に大きな影響を与えかねない。また国際競争が激化して
解体価格が低下していけば、企業が環境に配慮する余裕がなくなり企業が自主的に環境汚染の
問題に取り組むことは期待できない。これら問題の解決策を見つけるためには、政府による規
制や指導が不可欠となる。そこで、本研究では、汚染を防ぐための環境規制の水準を徐々に高
めることで、企業にその規制の遵守の時間的余裕を与えるとともに、その規制をクリアした企
業には補助金を与えることでその遵守の経済的インセンティブを与えるモデルを構築した。 
 また、バングラデシュが環境規制を導入すると、それがチッタゴンの船舶解体産業を不利に
し、競争相手である他国の船舶解体産業を相対的に有利にすることで、チッタゴンの船舶解体
企業の経営を悪化させ、環境汚染回避のインセンティブを奪う可能性がある。そうであれば、
バングラデシュがこうした規制を導入するのは容易でない。この問題を解決するために、船舶
解体を依頼する外国企業及び外国政府にも、その汚染評価及び汚染除去の費用の一部を負担す
るような規制を設ける。そうすれば、外国企業はその負担を避けるために、汚染の少ない船舶
の使用を増やそうとするインセンティブを生み出すこととなる。 
 本問題への対策シナリオでは、上述のような、外国企業及び外国政府による補助金の負担や、
外国企業が汚染を減らそうとするインセンティブを組み合わせて実施する枠組みが必要である。
現実に、先進国政府は環境問題について強い関心を示しているので、補助金の支出を実施する
可能性は十分ある。さらに本モデルは、規制及び補助金政策が実施された際にどの程度効果を
発揮するかに関して、政策評価ミクロモデルを援用し、政策の効果を定量的に表示する。これ
により、地域住民や企業等に及ぼす効果を具体的に測定して有効性を確認できることから、産
業活動を持続しつつ汚染除去を推進するための実効性が期待できる。 
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